
１． はじめに

東日本大震災の復旧復興事業の実施に当たって
は，昨年の１１月に第３次補正予算が成立後，本格
的に工事発注を実施してきたところです。しか
し，大震災の被害があまりにも大きく，入札契約
だけでなく事業実施に際しての問題も懸念されて
いました。
東北地方整備局では，懸念される諸課題につい

て，公共工事発注機関および関係業団体等と情報
連絡会等を開催することにより，連携して対応し
ているところであり，現在の状況・概要について
報告します。

２． 全体的な課題

� 資機材の需要供給動向への対応
� 復旧・復興工事情報連絡会議の設置
� 災害復旧工事等に伴う建設資材の需要動向調
査（アスファルト，鉄筋，鋼矢板（本設・仮
設），生コンクリート，砕石，鋼管等）
� 公共工事における土量調査
� 調達困難，価格変動への対応

� 入札契約制度（不調・不落対策）への対応
� 地域要件の拡大
� 大型ロット化
� 手続きの簡素化 期間短縮
� 震災復興型JVの制定
� 共通仮設費の実費変更

� 技術者不足への対応
� 現場代理人の常駐義務
� 技術者の専任となる工事
� 技術者の恒常的雇用 などの緩和

� 変動する労務単価への対応
� モニタリング調査
� 臨時単価調査
� 特調等による精算
� 契約書２５条６項の適用

� その他事業執行上の課題

３． 会議における情報共有

発注者・建設施工団体・建設資材団体で情報共
有する仕組を立ち上げて，対応しているところで
す（図―１）。
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� 東北６県仙台市発注状況等情報連絡会（発
注機関のみ）

発注・不調不落・資機材労務単価等の動向およ
び入札契約制度や事業執行に関する取り組み状況
を情報共有しています。
� 設立主旨
東日本大震災関連の復興工事等の実施に当た

り，工事の入札契約等の情報交換の機会を確保
し，東北全体における復興工事等の円滑な事業執
行を図り，早期の復興を成し遂げることを目的と
して，情報連絡会を開催する。
� メンバー
東北６県および仙台市技術管理担当課長，東北

地方整備局技術管理課長
� 情報交換内容
１） 対象工事 土木・建築工事
２） 連絡会調査内容
� 発注動向 工種別発注等級別発注工事本
数
工種：一般土木 アスファルト舗装 建築

維持修繕
時期：月ごと 区域：県別
� 不調不落動向 工種別発生状況
工種：一般土木 アスファルト舗装 建築

維持修繕
時期：月ごと 区域：県別

� 発注に当たっての課題・取り組み
不調不落や技術者不足等に対する入札契約に
関するものと，事業実施上の課題に対する取
り組み事例。

３） 既存調査の活用
� 労務単価動向 連合会の労務単価モニタ
リング調査を活用

� 資材動向 「災害復旧工事等に伴う建設
資材の需要動向調査」を活用

� 土量状況 公共工事の土量調査を活用
� 毎月開催の予定。
今後は，工事発注予定や資材需要見込み等のデ

ータの精度を上げて情報共有を目指す。

� 建設資材対策東北地方連絡会（発注機関＋
施工団体＋資材生産団体）

� 「災害復旧工事等に伴う建設資材の需要動向
調査」を平成２３年５月より毎月実施中です。
アスファルト，生コン，鉄筋，砕石，鋼矢板

（本設・仮設），鋼管等の需要見込みを，生活圏ご
とに６月先までをバーチャートで確認している。
� 需要動向調査結果と資材生産動向とマッチン
グさせて，資材供給に当たっての課題等の共有
に当たり，安定的な資材等の供給を目指す（図
―２）。

◎資機材の需要供給動向への対応 ◎入札契約制度（不調・不落対策）
◎技術者不足への対応 ◎変動する労務単価資機材への対応
◎その他事業執行上の課題

上記の課題に主に下記の会議を活用して情報を共有し早期復興を目指す

本 省：復旧・復興事業の施工確保に関する連絡協議会
制度改正等の大きな課題に対応

東北地方整備局：東北６県仙台市発注状況等情報連絡会
入札状況（不調・不落等），資材・労務等に関わる情報と入札契
約や事業執行に関する取り組み状況の情報共有

：建設資材対策東北地方連絡会
・資材の需要動向，生産出荷動向，課題等を情報共有
・発注機関＋施工団体＋資材団体で構成
：復旧・復興工事情報連絡会議
・工事用資材を安定的に確保するために，必要に応じて各地区に設置
・資材の需要・供給動向，生産・出荷動向を情報共有
・発注機関＋施工団体＋資材団体で構成
・生コンを対象として相馬地区に設置済み

図―１ 復旧・復興工事の円滑な展開に向けて
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� 復旧・復興工事情報連絡会議（発注機関＋
施工団体＋資材生産団体）

� 工事用資材を安定的に確保するために，必要
に応じて各地区に設置
� 相馬地区に設置済（生コン対象）であり，生
コンの需要動向，生産出荷動向，課題等を情報
共有し，安定的な資材等の供給を目指す。

４． 今後の課題と対応１

� 資材関係は，生産量は十分ですが，ミキサー
車など運搬用手段の確保が課題となっていま
す。
� 今後，各発注機関とも，精度（時期と施工箇
所）を上げた需要動向を示すことが重要となり
ます。
� 国交省として「復旧・復興事業の施工確保に
関する連絡協議会」において，技術者確保や労
務単価への実勢価格の反映などの対応を示した
ところです。併せて東北地方整備局では，資機
材等の生産・出荷などの動向等についても，各
発注機関と建設業団体やメーカーとの連携を密
にして，安定した供給が図られるように取り組
みながら，円滑な復旧・復興事業の展開を図る
ように引き続き取り組む予定です。

５． 今後の課題と対応２

� 復興事業促進のための対策『事業促進
PPP』

第３次補正予算において，東日本大震災からの
早期復興のリーディングプロジェクトとなる復興
道路（三陸沿岸道路等）については，全線が事業
化されました。東北地方整備局では，復興道路の
供用を１０年間で達成するため，総合的な対策の中
で，事業実施体制の強化として，新規事業区間へ
の「事業促進PPP」の導入を図る予定です。
今後，工事着手までの２～３年の間に，膨大な

業務（調査・設計，協議・調整，用地取得等）の
実施が必要となり，従来から行っている発注者の
業務範囲を，発注者だけで実施することが困難と
なることから，事業促進PPPを導入して，官民が
連携して新規事業区間の業務を実施することにな
ります。
現在制度設計中であり，まとまり次第業務説明

会の開催も予定しておりますが，詳細については
PPP業務公告をもってお知らせすることになりま
す。民間の技術も活用しながら，効率的な事業促
進を図っていく予定です（図―３）。

図―２ 需要動向調査票の例

特集 東日本大震災から１年

２０ 建設マネジメント技術 2012年 3月号



図―３�

東日本大震災から１年 特集

建設マネジメント技術 2012年 3月号 ２１



６． 東日本大震災直後からの東北地方
整備局における主な取り組み例

東日本大震災の復旧・復興関連予算としては，
昨年１１月に第３次補正予算が成立して，現在本格
的に入札契約手続きが行われています。しかし，
被害があまりにも大きく，発災から啓開作業→応
急復旧→本復旧と進む中で，入札契約関係におい
ても地震直後から工事の一時中止や津波による不
可抗力の損害の算定など，取り組みを重ねてきて

います。その概要の一部を紹介します。
このほかにも，緊急随意契約や部分払い完成検

査関係の簡素化などにも取り組みました。

� 工事業務・入札契約手続きの一時中止につ
いて（平成２３年３月１４日）

３月１１日に発生した国内観測史上最大のマグニ
チュード（M）９．０「東北地方太平洋沖地震」に
より，東北管内において甚大で広域的な被害が発
生したところであり，被災地の復旧復興に向け
て，東北地方整備局として一体となった災害対応

○東北地整として一体となった災害対応を優先して取り組むため，現在執行中
の工事・業務については，原則として一時中止。
→資材・燃料等の改善，地域経済への影響を踏まえ，地域の実情等を勘案の
うえ，再開可能に。（平成２３年４月１１日）

○一時中止して繰り越したもの／H２２年度発注件数
（地震による緊急随契を除く）
工事 ３７５件／１，２１１件 業務 ３７４件／１，５１４件

（３１％） （２５％）

図―４ 工事の一時中止命令と再開
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を優先して取り組む必要が生じたため，現在執行
中および入札契約の手続き中の工事・業務につい
て，原則一時中止を行った。

� 一時中止した工事等の再開について（平成
２３年４月１１日）
被災地における応急復旧工事等の進捗によっ

て，工事再開に必要な資材・燃料等の確保に改善
が見えてきたことおよび一時中止に伴う地域経済
への影響にも配慮が必要なことから，今後も災害
対応を優先しながらも，地域の実情等を勘案の
上，柔軟に再開した。

� 東日本大震災に対する当面の発注方針につ
いて（平成２３年５月２３日）（図―５）

� 請負工事の損害の算定について【契約書２９
条不可抗力（津波）による損害】（平成２３年
５月２６日）

東日本大震災により広域的に多数の工事で多大
な被害を受けたことから，損害負担額の算定にお
いて効率的に作業できるように，算定要領を作成
し，一般企業に対しても説明会を開催して説明を
行った（図―６）。

災害復旧工事等が一段落するまでの間，当面の発注方針は以下のとおりとする。
○大震災災害復旧工事
緊急復旧 …→ 緊急随意契約
本 普 及 …→ 指名競争入札（総合評価方式・施工体制確認型）
○その他
災害復旧関連工事が一段落するまでは，災害復旧関連工事を優先する。
被災事務所においては，手続きを簡素化する。
被災事務所以外についても応援態勢を考慮し，必要に応じて手続きを簡素化することができる。

図―５ 『東日本大震災に対する当面の発注方針（工事）』について

図―６
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� 調達困難，価格変動への対応について（平
成２３年６月１３日）
調達困難や価格の大幅な変動に対応するため

に，条件明示の徹底を図り，変更協議の対象とし
ている。
・適切な工期の確保（建設資材等の調達の遅延に
よる工程変更）

・節電対策について（電力の使用制限による影響）
・建設資材の価格変動（スライド協議等の適切な
実施）

・設計単価の変更（統一単価が設定できない地域

（原発危険区域等）を対象）
・用地関係，協議関係，設計関係の条件明示の徹
底

・工事の一時工事中止日留意事項（全面中止，増
加費用，技術者の常駐）

・設計変更審査会の活用の徹底

� 大型ロット化（図―７）

� 入札契約手続きの期間短縮・簡素化（図―
８）

図―８ 復旧・復興工事等の入札・契約手続き期間の短縮

図―７ 復旧・復興工事等の発注規模の大型化
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